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ボランティア活動の安全衛生確保について 

「全国労働安全衛生コンサルタント会」との打合せの概要 

 

平成１７年６月１０日 

内閣府（災害予防担当） 

 

１．ボランティア活動の安全衛生の確保については、防災ボランティア活動検討会の参加者より、「安全

管理に労働安全衛生法担当者の持っている業務の危険性の知見を各地域で生かせないか。専門家にも

っと関与してもらうべき。安全や業務の範囲については、当事者のみでなく、外からの冷静な助言が

必要（第１回）」「ボラセンのスタッフが、長時間仕事をしすぎてしまう点については、アドバイザー

が必要。センター長並みの権限を持つ、安全衛生管理の専門家が必要（第２回）」等、労働安全衛生の

専門家の助言・参画の必要性に関する発言があった。 

 

２．これを踏まえ、内閣府が厚生労働省労働基準局に相談し、「社団法人 日本労働安全衛生コンサルタ

ント会」の協力が得られるのではないかとの助言を得た。 

   

※ 「社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会」～ 労働安全法衛生法第８７条に基づく社団

法人。労働安全衛生法に定める試験に合格し、厚生労働省等に登録される労働安全・労働衛生に関

する専門家（「労働安全コンサルタント」「労働衛生コンサルタント」）からなる全国で唯一の団体。

４７都道府県に支部があり、リスクアセスメント等の研修等の実施、情報・資料の提供、調査研究

等を行っている。（別添資料参照） 

 

３．内閣府が「社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会」の事務局長と面談し、趣旨を説明。 

同会事務局長から、 

① 労働安全衛生のノウハウはボランティアの現場でも活用できると思われる。 

② コンサルタントとしての正式な業務は契約が必要だが、ボランティアとしての活動を既にして

いる会員もおり、ボランティアとしての協力の可能性もありそうである。 

③ ボランティアとしての協力は「コンサルタント会」としての正式な組織的対応は難しいが、ボ

ランティアとしての協力ニーズを会員に周知することは可能と思われる。 

④ 全国各地に支部があり、各業種の会員がいるので、地域ごとの対応も可能と思われる。なお、

協力する場合には、現場を見て判断したいという声が出そうである。 

⑤ どのような業種で、どのような立場で、どのような時期・機会に協力が要請されるのかのニー

ズを把握したい。 

とのことであった。ついては、内閣府より、⑤の点についてボランティアの方々のより詳細な意見

を聞いたうえで、さらに意見交換を継続していくこととなった。 

 

以上 









 



 

 




